
緑と花のまちづくり支援事業実施要領 

 

第１ 趣旨 

駅や観光地など公共性の高いエリアにおいて、意欲的に活動する団体等に対して、緑

や花、花木による景観づくりに必要な経費を支援することにより、「緑と花の県民運動」

の拡大を図る。なお、事業の実施にあたっては、福井県補助金等交付規則(以下「規則」

という。) および農林水産部県産材活用課・森づくり課所管補助金交付要綱（以下「要

綱」という。）によるもののほか、本要領により実施するものとする。 

 

第２ 補助対象経費 

緑と花、花木による景観づくりに必要な種、球根、苗木、肥料、道具、資材等の購入

にかかる経費とする。補助対象経費の詳細については、別紙１に記載のとおりとする。 

 

第３ 補助対象者 

下記の(1)～(3)の条件をすべて満たすものとする。 

（1）５名以上で構成された組織、グループ、団体（以下「団体等」という。） 

（2）活動の目的や内容が非営利であること。 

（3）補助金を活用した年度を含めて、３年以上、緑や花、花木による景観づくりな

どの活動を継続できること。 

※家族のみで構成される団体等は対象外 

 

第４ 活動場所 

下記の(1)～(2)の条件をすべて満たすものとする。 

（1）福井県内の駅周辺や観光地など公共性が高く、不特定多数の人が訪れること。 

（2）土地所有者や施設管理者等の同意を得ていること。  

 

第５ 補助金額 

この事業に要する経費に対し、当該年度の予算の範囲内で補助を行うものとする。 

（1）補助金額は、１５万円以内/団体とし、審査のうえ決定する。 

（2）補助金額は、１，０００円未満を切捨てとする。 

 

第６ 事業計画書等 

事業計画書等に係る事務の取扱いは、次のとおりとする。 

（1）計画書の提出 

当該事業に取り組もうとする団体等は、事業計画書等を作成し、管轄する各農林

総合事務所長または嶺南振興局長（以下「事務所長等」という。）に提出する。 

ア 申請書鑑（様式第１号） 

イ 事業（変更）計画書（様式第１号の１） 



ウ 補助経費一覧（予定）（様式第１号の１の１） 

エ 申請者概要（様式第１号の２） 

オ 誓約書（様式第１号の３） 

カ 構成員名簿（様式第１号の４）※既存の名簿でも可 

キ 団体の規約 

ク その他、事務所長等が必要と認めたもの 

（2）審査結果の報告 

事務所長等は、前項の計画書の内容を審査し適当と認めたときは、その結果を森

づくり課長に報告するものとする。（様式第２号） 

（3）事業費の決定 

森づくり課長は、前項の報告に基づき事業費を決定し、事務所長等に通知するも

のとする。（様式第３号） 

（4）計画の承認 

事務所長等は、前項の通知に基づき、団体等に計画承認の通知をするものとする。 

（様式第４号） 

 

第７ 補助金交付申請書にかかる書類 

事業計画が承認され、補助を受けようとする団体等は、補助金交付申請書（補助金交

付要綱第１号）等を作成し、管轄する事務所長等に提出するものとし、提出する書類は

以下のとおりとする。 

ア 補助金交付申請書（補助金交付要綱第１号） 

イ 事業計画書（様式第１号の１） 

ウ 収支予算書（様式第５号） 

エ 福井県債権債務登録申請書（様式は福井県ホームページ参照）※初回時のみ 

オ 県税の納税状況の確認に関する同意書（様式第６号）、および地方消費税の納税証 

明書 

※ただし、次の項目のいずれかに該当する場合はオの添付は不要。 

・ 法人で、法人二税が非課税である団体  

・ 任意団体で、収益事業を行わず法人二税が非課税である団体  

・ 収益事業を行わないため、法人県民税の均等割のみ課税され、かつ減免を受け 

た団体 

カ その他、事務所長が必要と認めたもの。 

 

第８ 事業の着手 

事業の着手は、原則として交付決定後行うものとする。ただし、当該年度内において

やむを得ない事情により交付決定前に着手する必要がある場合には、団体等は、必要性

を十分に検討した上で、その理由を具体的に付して、交付決定前着手届を事務所長等に

提出する。（様式第７号） 



第９ 計画の変更 

補助金の交付決定を受けた団体等（以下「補助事業者」という。）は、要綱に定める

補助事業の内容および経費の配分の軽微な変更以外の変更をする場合については、第６

の(１)～(４)に準じて行うものとする。 

補助事業者は、補助事業の内容について、要綱に定める軽微な変更を行う場合にあっ

ては、事務所長等に変更計画書（様式第１号の1）を届け出るものとする。事務所長等は、

補助事業者より変更計画書の届出があった場合には、森づくり課長に提出するものとす

る。（様式第２号） 

 

第１０ 概算払請求 

補助事業者は、事業実施期間において、規則第１５条の規定に基づき、補助金の概算

払を請求することができる。（様式第８号） 

 

第１１ 実績報告書にかかる添付書類 

  補助事業者は、補助事業が完了したとき、その日から３０日以内、または当年度３月

３１日のいずれか早い日までに事業完了実績報告書（補助金交付要綱様式第２号）を事

務所長等に提出しなければならない。 

また、添付する書類は次のとおりとする。 

ア 事業完了実績報告書（補助金交付要綱様式第２号） 

イ 事業実績報告書（活動状況、整備状況等がわかる写真など）（様式第９号） 

ウ 収支決算書（様式第５号） 

エ 支払状況が確認できる物（補助経費一覧（支出）、領収書、通帳の写し等） 

（様式第９号の１～２）  

オ その他、事務所長等が必要と認める書類 

   

第１2 補助金の交付請求 

事業の検査が終了し、額の確定通知を受けた補助事業者が補助金の交付を受けようと

するときは、交付要綱の定めるところにより、補助金交付請求書（補助金交付要綱様式

第３号）に関係書類を添えて県に提出すること。 

 

第１３ 事務所長等の実績報告 

事務所長等は、事業完了後、事業実績報告書を森づくり課長に報告するものとする。

（様式第１０号） 

     

第１４ 関係書類の整備 

補助事業者は、補助事業にかかる経理および処理経過が明確に分かるよう必要に応じ

て関係書類を整備し、補助事業完了後５年間保存しなければならない。 

 



第１５ その他 

（1）他公共団体等から同様な事業の助成を受ける場合は、活動場所や購入物を区別し

なければならない。 

（2）この要領に定めるもののほか、必要な事項については、森づくり課長が別に定め

るものとする。 

 

附則 この要領は、令和７年３月１４日から施行する。 

 この要領は、令和７年６月１２日から施行する。 


